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令和７年度第３回広島県職業能力開発審議会　議事録 

 

１　日　　時　　令和７年 10月 10 日（金）　10 時から 12 時まで 

２　場　　所　　県庁北館２階　第１会議室 

３　出席委員　 

　【学識経験者】　　 

広島修道大学商学部教授　　　　　　　　　　　　　　　　　 　岡田　行正 

　　広島市立大学理事長　学長　　　　　　　　　　　　　　 　　　前田　香織 

　　広島大学大学院先進理工系科学研究科教授　　               　山本　元道 

　　法政大学経営大学院イノベーション・マネジメント研究科教授 　山田　久 

　　広島県議会議員　　                                       　下森　宏昭 

　　広島県議会議員                                           　瀧本　実 

　　公益社団法人広島県専修学校各種学校連盟会長　　　　　　　　 古澤　宰治 

　　厚生労働省広島労働局職業安定部長　　                       松澤　浩二 
 
　【労働者代表】 

　　ＪＡＭ山陽副書記長　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　林　  秀彦 
 

　【事業主代表】 

　　株式会社ミツトヨ呉工場長　　　　　　　　　　　　　　　　　 中川　貴司 

　　株式会社Ｍ’s ｃｌｅａｎ ｓｙｓｔｅｍ取締役　　            岩本　紀子 

４　議　　題　　公共職業訓練のあり方について 

５　担当部署　　広島県商工労働局職業能力開発課 

　　　　　　　　職業訓練グループ 

　　　　　　　　（０８２）５１３－３４３２（ダイヤルイン） 

６　内　　容　 

（１）議題　公共職業訓練のあり方について（答申案）　〔事務局から資料１により説明〕 

議事の審議 

（委　　員） 

昨今の人手不足の状況等を踏まえ、今後は離転職者だけでなく、在職者も含めた訓練を強化して

いく方向性について賛同する。また、基本方針にあるように、社会ニーズを反映させていくことは重

要であると考える。個別論についても、入校状況や人材ニーズ、競合、コスト等の判断軸を基に客観

的に分析しており、納得感がある。絞り込みをすることは厳しい選択である一方で、限られたリソー

スの配分を検討することが必要であり、今回の議論を踏まえ、委託訓練や新たな方法等による代替

も含めて引き続き進めていければと考える。その際に重要なことは、いろいろな立場の方々の総意

として推進することであり、そのためには、計画を作成・実行するうえで、適宜関係者を交えて議論

を重ねていく必要がある。このような取組は全国的にも必要なものであり、今回広島県において議

論・検討したことは、非常に意味のあるものであったと考える。 

 

（岡田会長） 

意見交換の場が必要ではないかというご意見をいただいた。 
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（委　　員） 

今回の審議会においてはいろいろな立場の方々の話を伺うことができた。完全に全員が納得でき

る結論を導くのは難しいが、広島県の産業が活性化していくための枠組みの基礎となることを期待

している。また、定期的にアップデートしていくことも重要であり、時代にマッチした、働く方がよ

り良い技術・技能を得ることができ、企業が求める人材の育成に結びつくような訓練の実施に向け

て計画を策定していただきたい。広島県がモデルケースとなり、現場の指導者も含め、職業訓練校が

大学等を含めた機関・企業と密接に連携し、外の情報を積極的に収集していくような体制を県が主

体となって構築できればと考える。 

 

（委　　員） 

基本方針Ⅱにおいて、公共職業訓練は社会変革に対応したものにするとあるが、デジタル技術も

含め、社会変化のスピードは非常に速い。県全体としての目標や方向性を作成したうえで、訓練校や

その他の機関も含めて連携し、実施していくことが必要である。また実施する過程で、目標に対する

進捗を定期的に確認し、場合によっては社会状況の変化等を踏まえ目標の見直し等も検討しつつ、

評価委員会等を設置して引き続き検証していくことが重要であると考える。今回の審議会は、デジ

タル時代に対応するような形での訓練校の見直し・今後のあり方を検討していく機会になった。方

向性の確認・見直しのためにも、最低でも年に１度は外部を含めたチェックの機会を設けることが

必要であると考える。 

 

（委　　員） 

公共職業訓練において、ものづくり系の訓練は企業ニーズが高い一方、求職者の人気は低い傾向

にある。現在人手不足の影響により訓練の必要性が減ってきている状況で、国や行政が設備を整え、

どこまで訓練を実施していくか引き続き検討していく必要がある。そのためには、地域の求人・求職

者ニーズ等を確認し、第三者の意見等も踏まえ、進めていくことが重要であると考える。 

 

（岡田会長） 

県内の産業構造が著しく変化している状況であり、各地域における企業ニーズをヒアリングし、

現場の声等も踏まえながら検討していくことが重要である。また、第三者委員会等において、定期的

に評価・意見交換を実施し、方向性を検討する場を設ける必要があるとの意見が出た。 

本日いただいたご意見等を踏まえ、最終的な答申への反映などの対応については、一任いただき

たく思うが、いかがか。（反対意見なし） 

責任を持って対応させていただく。 

 

（２）その他 

　　　答申を基に５年間の事業計画を策定予定。 
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